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東日本大震災後，津波の浸水範囲想定や避難計画を見直している自治体が多く，津波シミュレーション

による検討が増えつつある．本論文では，ＧＩＳを利用することにより津波浸水想定上の土砂災害想定を

加え，2つの災害を同時に可視化し，津波と土砂災害それぞれの災害の危険箇所の判別を容易にした．そ

の結果から，災害時に機能しない可能性のある避難路や避難場所等の抽出を行い，問題点のある箇所に対

する検討手法の提案を行う． 
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1. はじめに 

 

東日本大震災の津波被害を受けて，自治体が津波によ

る沿岸部の被害想定等を更新し，津波シミュレーション

が世間に広く認知されるようになった．津波シミュレー

ションにより沿岸地域での津波による浸水範囲が可視化

されるようになると，それに伴い，避難シミュレーショ

ンの併用によって広域避難場所，一時避難所（以下，2

つを統一して「避難場所」と呼ぶ）が見直されるように

なる等，様々な角度から津波被害が考察されてきた． 

しかし，地震により発生が懸念される災害は津波だけ

ではない．東日本大震災では，津波と比較すると被害規

模は少ないが，1)土砂災害による被害が多数報告されて

おり，中には死者が出た場所もある．また，土砂災害に

よりライフラインが寸断され，物資や救護の遅延が出た

事例も見られる．土砂災害に対する被害想定は，各自治

体が砂防基礎調査を行うことで土砂災害の発生が懸念さ

れる場所の抽出，および発生した場合の被害範囲を想定

している．しかし，自治体が土砂災害被害を想定するの

は主に人命に関わる地域で，避難路やライフラインとな

るような道路のみを対象として被害を想定することは少

ない． 

そこで本論文では，津波浸水被害と土砂災害被害の想

定にGISを利用できることから，GISを媒介にしてこの2

つの自然災害を同時に可視化する手法を，避難路や避難

場所の検討手法の一つとして提案する． 

 

 

2. 検討対象の災害および想定方法  

 

地震と同時に発生する自然災害は先述の2つ以外にも

洪水，火山の噴火等の事象が考えられるが，本論文では，

近年注目されている津波被害想定と，一般的に他の事象

と比較して地震による発生確率の高い土砂災害の2つに

着目しシミュレーションを行うものとした． 

 

(1) 土砂災害  

a)  土砂災害の定義  

土砂災害は，国土交通省が平成13年4月に制定した

「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律」（以下，土砂災害防止法と呼ぶ）内で，

急傾斜地の崩壊，土石流，地すべりの3つが定義されて

いる．土砂災害防止法内での定義は以下の通りである． 

①急傾斜地の崩壊…傾斜度が三十度以上である土地が

崩壊する自然現象 

②土石流…山腹が崩壊して生じた土石等又は渓流の土

石等が水と一体となって流下する自然現象 

③地すべり…土地の一部が地下水等に起因して滑る自

然現象又はこれに伴って移動する自然現象 

b) 土砂災害被害範囲 
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  土砂災害防止法では上記3つの土砂災害の被害範囲に

ついても以下の通り規定されている 

①急傾斜地の崩壊 

・傾斜度が30度以上で高さが5m以上の区域 

・急傾斜地の上端から水平距離が 10m以内の区域 

・急傾斜地の下端から急傾斜地の高さの2倍（50mを

超える場合は50m）の区域 

②土石流 

・土石流の発生の恐れのある渓流において，扇頂部か

ら下流で勾配が2度以上の区域 

③地すべり 

・地滑り区域（地滑りしている区域または地滑りする

おそれのある区域） 

・地滑り区域下端から，地滑り地塊の長さに相当する

距離（250mを超える場合は250m）の範囲内の区域 

これらの規定を用いて，地形図及び現地地形を考慮し

て土砂災害時の被害範囲の想定を行う． 

 図1から3に2)土砂災害のイメージを示す． 

 

 

図-1 急傾斜地の崩壊イメージ図  

 

 

図-2 土石流イメージ図 

 

図-3 地すべりイメージ図 

 

(2) 津波 

a)  シミュレーションモデル  

対象地域の沿岸域の津波解析は，平面2次元の線形・

非線形長波理論を基礎式とする津波シミュレーションモ

デルを用いた．連続式を(1a)，運動方程式を(1b)，(1c)に

示す． 
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ここに，(x，y)は静水深に取った空間座標，t は時間座標，

ηは水位，Dは全水位，gは重力加速度，(M，N)はx，y方

向の流量フラックス，QはMとNの相乗平均である． 

 

b) 計算条件  

本論文で用いた計算条件は表-1の通りである．対象地

震は、地域A，B共に津波高が最も高くなる宝永地震を

想定する。これらの条件を用いて，浸水範囲想定を行う． 

 

表-1 計算条件 

対象地震 宝永地震（1707年，M8.4） 

モデル方

程式 

2次元非線形長波モデル，運動方程式，連

続方程式 

初期条件 
断層モデルに基づく海底地盤の鉛直変位

量を初期水位分布とする 

境界条件 沖合：自由透過境界  海岸：遡上境界 

潮位条件 設計潮位（H.W.L） 

計算時間 
地震発生後6時間 

（時間間隔：0.1秒） 

粗度 海域：0.025 
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3. GISを用いた津波浸水範囲と土砂災害範囲の可

視化 

 

GISを用いて地図上に津波浸水範囲と，先に述べた規

定を基にした土砂災害範囲を同時に可視化することで，

指定されている避難路上の危険箇所を視覚的に判別する

ことが可能となる． 

今回，GISを用いてある海岸沿いの地域A，Bについて

津波浸水範囲と土砂災害範囲をした（図-4，5）． 

土砂災害範囲の想定については，正確に範囲を算出す 

るため，自治体が土砂災害想定を行う際に用いる3)土砂

災害警戒区域等設定支援システムを用いた． 

 

図-4 地域Aの浸水範囲と土砂災害範囲図 

 

 

図-5 地域Bの浸水範囲と土砂災害範囲図 

まず地域Aは，砂浜から海岸線沿いの道路を隔てると

すぐに山麓になるため，避難場所が山の谷間に設定され

ている．この場所を避難場所とした場合，津波襲来前に 

ある高さまで登ることが出来れば津波被害からは逃れら

れるが，山の谷間であるために土砂崩れや土石流が発生 

した場合には被害を最も受けやすい位置となってしまう 

ことが分かる． 

一方地域Bは，津波による住宅地への浸水はほとんど

見られないものの，避難所までの経路上に土砂災害が想

定される箇所が点在する地域である．1章で述べた通り，

避難路の寸断は避難時間のロスに繋がるため，この様な

箇所も危険箇所として認識しておく必要がある． 

 

 

4. 提案 

 

3章で述べた津波浸水範囲と土砂災害範囲の可視化に

よって，現在指定されている避難路内の危険箇所の有無

が容易に判別できる様になった．それを利用して，2つ

の視点から提案が出来ると考える． 

 

(1) 避難場所変更の提案 

3章で紹介した地域Aの様に，避難場所が災害の影響

を受けてしまう場所については，2つの災害の影響を受

けない範囲で避難場所としてふさわしい場所を視覚的に

選定することが可能である． 

 

(2) 避難路の見直しの提案 

地域Bの様に，避難場所は安全だが避難路が災害の影

響を受ける区間については，災害の影響を受けず，また，

迅速に避難可能で確実に安全を確保できる経路の選定を

行う．一本道等で安全な経路が確保出来ない場合は必要

に応じて斜面の対策工を提案する． 

 

 

5. まとめ 

 

 本論文では，津波浸水範囲と土砂災害範囲の可視化に 

より，現状の避難路と避難場所の地形的な問題点を抽出

した．別々に検討されている2つの災害の被災範囲をGIS

を用いて可視化することで，地形的観点から避難路と避

難場所の妥当性を判断する手法としてGISを活用出来る

と共に，通常土砂被害の危険区域として考慮されない道

路に着目し，場合によっては保全すべき対象として認識

されることが期待できる． 

 今後の課題としては，地形図の作成年度が古く精度が

悪い場合に，津波浸水範囲と土砂災害範囲が過大，もし 

くは過小に示されてしまう点が挙げられる．災害の被災
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範囲として指定されると，地価が下がる等の弊害が生じ

るため，出来るだけ被災範囲は正確に示す必要がある． 

そのため，最新の地形図を使用すると共に，現地調査を

行い使用する地形図と現況の地形の整合がとれているか 

を綿密に調査する必要がある． 

 また，今回津波と土砂災害の2つの自然災害を対象と

してシミュレーションを行ったが，2章冒頭で述べたよ

うに，大雨による洪水，地震と連動して発生する可能性

のある火山の噴火等についても検討を行うと共に，避難

シミュレーションと組み合わせることにより安全な避難

路及び避難場所の選定だけでなく，避難誘導や情報伝達

の場面でも検討を行うことができる． 
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